別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 新火山防災対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2747）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：1,201千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


火山防災対策は、市町村、県、国、自衛隊、警察、消防、火山専門家等、関係機関が多岐にわたることから、関係機関による防災協議会を設置し、火山防災体制を構築することが必要である。
現在、本県には、御嶽山、焼岳、乗鞍岳、アカンダナ山、白山の５つの火山が存在しており、このうち、御嶽山、焼岳については、すでに協議会を設置し、関係機関と具体的な対策を行っている。
今後とも、協議会における検討を通じて、各火山の特質を考慮し、火山ハザードマップに、避難場所・避難経路等の防災上必要な情報を記載した火山防災マップを作成・配布し、防災知識の普及啓発に努める必要がある。　
＜白山の防災対策上の課題＞
本年4月24日に開催された「石川・岐阜県知事懇談会」において、年内にも両県関係機関をメンバーとする白山火山防災協議会（仮称）を設置し、具体的な検討を始めることが合意された。
今後、白山火山防災協議会において、「噴火警戒レベルの導入」「火山ハザードマップの作成」「避難計画の策定」など、具体的な対策を実施・検討し、必要な火山防災対策を進める必要がある。
＜焼岳の防災対策上の課題＞
焼岳の火山ハザードマップについては、平成14年3月に作成されているが、噴火想定
範囲の見直し（拡大）及び新たな噴火想定に基づく被害想定図の作成が平成24年度末までに行われる予定(策定主体:国交省北陸地方整備局)。
このため、新たな想定に基づき、警戒レベル４、５（周辺住民の避難が必要）に係る
防災行動（避難計画）を踏まえた火山防災マップを作成するとともに、住民及び観光事業者等に対する周知及び意識啓発を行うことが必要であることから、マップの作成主体となる協議会に対して、負担金を分担する必要がある。
＜御嶽山の防災対策上の課題＞
平成19年の小規模噴火活動及び平成20年3月の火山噴火警戒レベル導入(気象庁)時に、警戒レベルと連動した防災計画を地元市で策定したが、警戒レベル４、５に係る防災行動（避難計画）は定めていない状況である。
また、国（気象庁）は、火山が複数県にまたがる場合、関係機関が合同で火山防災協議会を設置して避難行動計画を定めるよう求めているが、現状では、各県の協議会はあるものの、両県合同の協議会は設立されていないため、この協議会の設置とともに、避難計画の共同検討を早急に進める必要がある。
	２　所要経費


　
火山防災対策事業費　1,201千円
	決定額の考え方


　要求の趣旨に沿って、所要額を精査し計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,201
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,201

	決定額
	1,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,100


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
有史以来噴火の記録がない乗鞍岳、アカンダナ山を除く焼岳、御嶽山、白山の火山対策を重点的に進めることとし、焼岳、御嶽山については、火山防災対策を検討する協議会を設置済みであるが、白山についても協議会の設置に向け、燐県との協議を進めていく。
その上で、火山防災対策の基礎となる火山ハザードマップ（火山災害の危険性を表したもの）について、御嶽山、焼岳については作成済みであるが、白山については未作成のため、当面白山のハザードマップの作成を目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	白山火山防災協議会（仮称）の開催
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	未開催
（H24）
	１回開催
（H25）
	0％


	御嶽山火山防災協議会の開催
	（H  ）
	１回開催

（H18）
	未開催（H19～）
	未開催

（H24）
	１回開催
（H25）
	0％


	焼岳火山防災協議会の開催
	（H  ）
	１回開催

（H22）
	未開催
（H23）
	１回開催
（H24）
	１回開催
（H25）
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（白山）・平成24年4月  岐阜・石川両県知事会談で協議会の年内設置合意
・平成24年6月  県内関係機関（コアメンバー）打ち合わせ（第１回）
・平成24年9月　 石川県・岐阜県合同打ち合わせ（第1回）
※今後　白山火山防災協議会設置予定
（焼岳）　・平成24年7月　焼岳火山噴火対策協議会開催


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
焼岳については、協議会を開催し、関係機関と具体的な対策を行ったところ。白山については、協議会設置に向けて関係機関と協議中であるが、今年度中の火山防災協議会の設置に向けて調整中である。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	国の防災基本計画において、「都道府県は、国、市町村、公共機関、専門家

等と連携し、火山防災協議会を設置するなど、体制を整備するよう努めるものとする。」と明記されているなど、火山防災協議会の設置により、火山防災体制を構築していくことは不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
御嶽山については、現在、岐阜県内機関のみの協議会となっており、両県合同の協議会となっていない状況である。今後、両県で共通した避難計画等の作成のため、長野県との協議を開始し、両県合同協議会の設置に向けた検討をする必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　火山防災対策の基礎となる火山ハザードマップ（火山災害の危険性を表したもの）について、御嶽山、焼岳については作成済みであるが、白山については未作成のため、当面白山のハザードマップの作成を目標とする。また、焼岳のハザードマップについて見直しを図る。


